
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
か
ら
み
た

今
後
の
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と

Ｚ
Ｅ
Ｂ
／
Ｚ
Ｅ
Ｈ
お
よ
び

コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
果
た
す
役
割

１
９
５
８
年
福
岡
県
生
ま
れ
。

早
稲
田
大
学
建
築
学
科
教
授
、専
門
は
建
築
環
境
学
。

１
９
８
０
年
早
稲
田
大
学
卒
業
。工
学
博
士
。

デ
ン
マ
ー
ク
工
科
大
学
、

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク
レ
ー
校
、

お
茶
の
水
女
子
大
学
を
経
て
現
職
。

田た

辺な

べ 

新し

ん

一い
ち 

氏
早
稲
田
大
学 

創
造
理
工
学
部
建
築
学
科 

教
授
／

早
稲
田
大
学 

ス
マ
ー
ト
社
会
技
術
融
合
研
究
機
構（
Ａ
Ｃ
Ｒ
Ｏ
Ｓ
Ｓ
） 

住
宅・建
築
環
境
研
究
所 

所
長

昨
年
末
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21（
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
21
回
締
約
国
会
議
）で

「
パ
リ
協
定
」が
採
択
さ
れ
た
。

日
本
は
２
０
３
０
年
ま
で
に
２
０
１
３
年
比
26
％
の

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
削
減
を
約
束
し
た
。

そ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
へ
の
影
響
と
、

そ
こ
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｂ（
ネ
ッ
ト・ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー・ビ
ル
）や

Ｚ
Ｅ
Ｈ（
ネ
ッ
ト・ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー・ハ
ウ
ス
）、

そ
し
て
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン（
熱
電
併
給
）シ
ス
テ
ム
が
果
た
す
役
割
な
ど
に
つ
い
て
、

早
稲
田
大
学
の
田
辺
新一教
授
に
解
説
し
て
い
た
だ
い
た
。

は
じ
め
に

　

昨
年
（
２
０
１
５
年
）
11
月
末
か
ら
12
月

に
か
け
て
、
フ
ラ
ン
ス
・
パ
リ
に
お
い
て
Ｃ

Ｏ
Ｐ
21
（
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
21
回

締
約
国
会
議
）
が
開
催
さ
れ
た）

1
（

。
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21

で
日
本
は
２
０
３
０
年
ま
で
に
２
０
１
３
年

比
26
％
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減
を
約

束
し
た
が
、
こ
れ
が
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
に
ど
の
よ
う
な
意
味
を
持
つ
の
か
に
関
し

て
考
え
て
み
る
こ
と
と
し
た
い
。
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
と
二
酸
化
炭
素
削
減
が
同
時
に

語
ら
れ
る
の
で
、
非
常
に
混
乱
す
る
が
、
こ

れ
は
政
府
の
資
料
に
は
両
者
の
計
算
結
果
し

か
示
さ
れ
て
い
な
い
た
め
で
も
あ
る
。
少
し

整
理
し
な
が
ら
解
説
す
る
よ
う
に
し
よ
う
。 1

特別寄稿
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日
本
の
約
束2

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
二
酸
化
炭
素
発
生
量

は
、
簡
単
に
い
う
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
と

単
位
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
当
た
り
の
二
酸
化

炭
素
排
出
量
（
原
単
位
）
の
掛
け
算
で
計
算

さ
れ
る
。
例
え
ば
、
省
エ
ネ
２
割
、
原
単
位

改
善
２
割
で
、
０
・８
×
０
・８
＝
０
・
64
と

な
り
、
二
酸
化
炭
素
は
36
％
削
減
で
き
る
こ

と
に
な
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
議
論

で
２
０
３
０
年
の
電
源
構
成
が
示
さ
れ
て
い

る
が
、
現
実
的
に
ど
こ
ま
で
大
き
な
原
単
位

改
善
が
行
わ
れ
る
か
は
明
確
に
見
通
せ
な
い

部
分
も
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
徹
底
し
た
省
エ

ネ
を
進
め
る
こ
と
が
第
一
に
な
る
。

　
で
は
、
日
本
が
そ
れ
を
で
き
て
き
た
の
だ
ろ

う
か
。

　

日
本
が
２
０
０
２
年
に
受
諾
し
た
京
都
議

定
書
で
は
、
２
０
０
８
〜
２
０
１
２
年
度
の

第
一
約
束
期
間
に
お
い
て
、
１
９
９
０
年
比

で
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
６
％
削
減
す
る

約
束
を
遵
守
す
る
よ
う
に
頑
張
っ
て
き
た
。

そ
の
結
果
で
も
、
第
一
約
束
期
間
中
５
年
平

均
の
総
排
出
量
は
12
億
７
８
０
０
万
ト
ン
で

基
準
年
よ
り
も
実
は
１
・
４
％
増
加
し
て
い

た
。
森
林
等
吸
収
源
お
よ
び
京
都
メ
カ
ニ
ズ

ム
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
加
味
し
て
基
準
年
比
８
・

７
％
減
と
な
り
、
京
都
議
定
書
の
目
標
で
あ

る
６
％
減
を
や
っ
と
ク
リ
ア
し
た
。
こ
の
こ

と
か
ら
考
え
て
も
従
来
の
延
長
で
は
な
い
革

新
的
な
対
策
が
、
省
エ
ネ
に
も
、
原
単
位
改

善
に
も
必
要
で
あ
る
。

　

表
１
に
政
府
が
示
す
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
二

酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ
２
）
排
出
量
の
各
部
門
の

排
出
量
の
目
安
を
示
す
。
家
庭
分
野
、
業

務
そ
の
他
部
門
（
以
下
、
業
務
部
門
と
呼

ぶ
）
で
そ
れ
ぞ
れ
40
％
の
削
減
が
必
要
と
な

る
。
一
方
で
、
表
２
に
示
し
た
の
が
エ
ネ
ル

ギ
ー
削
減
量
で
あ
る
。
政
府
の
長
期
エ
ネ
ル

ギ
ー
需
給
見
通
し
で
は
、
２
０
３
０
年
ま

で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
削
減
量
を
原
油
換
算
で

５
０
３
５
万
kL
と
し
て
い
る
。

　

二
酸
化
炭
素
排
出
量
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
を
比
較
し
て
み
よ
う
。
例
え
ば
、
業
務
部

門
で
は
二
酸
化
炭
素
削
減
量
は
40
％
に
対
し

て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
削
減
割
合
は
19
％
と

な
る
。
業
務
部
門
、
家
庭
部
門
で
は
電
力
由

来
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
割
合
が
大
き
い

の
で
原
単
位
改
善
の
影
響
が
大
き
く
加
味
さ

れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
に
関
し
て
は

２
０
１
３
年
度
の
家
庭
部
門
で
14
％
、
業
務

部
門
で
18
％
と
同
程
度
の
割
合
で
あ
る
。
も

と
も
と
、
暖
房
な
ど
が
充
分
行
わ
れ
て
い
な

い
日
本
の
住
宅
に
お
い
て
さ
ら
に
省
エ
ネ
を

行
う
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
考

え
方
が
必
要
と
な
る
。
一
方
で
、
日
本
は
超

高
齢
化
社
会
を
迎
え
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
を
削
減
し
な
が
ら
、
太
陽
光
な
ど
の
創
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
、
快
適
性
や
健
康
性
を

向
上
さ
せ
る
と
い
う
大
き
な
課
題
に
挑
戦
す

る
必
要
が
あ
る
。
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［特別寄稿］ＣＯＰ21からみた今後の日本のエネルギー政策とＺＥＢ／ＺＥＨおよびコージェネの果たす役割

2013年 2030年

排出実績
（百万t-CO2）

排出割合
（％）

排出目安
（百万t-CO2）

CO2削減量
（百万t-CO2）

削減負担割合
（％）

削減率
（％）

産業部門 429 35% 401 28 9% 7%
業務その他部門 279 23% 168 111 36% 40%
家庭部門 201 16% 122 79 26% 39%
運輸部門 225 18% 163 62 20% 28%
エネルギー転換部門 101 8% 73 28 9% 28%
エネルギー起源CO2 1235 100% 927 308 100% 25%

2013年 2030年

一次エネルギー消費量
（PJ)

原油換算
（万kL）

消費割合
（％）

エネルギー削減量
（万kL）

削減負担割合
（％）

削減率
（％）

産業部門 6231 16076 44% 1,042 21% 6%
業務その他部門 2531 6530 18% 1,226 24% 19%
家庭部門 2012 5191 14% 1,160 23% 22%
運輸部門 3235 8346 23% 1,607 32% 19%
全部門 14009 36143 100% 5,035 100%

産
業
部
門
と

業
務
部
門

3
　

日
本
に
は
産
業
部
門
、
業
務
部
門
を
含
め

て
５
７
６
万
カ
所
を
超
え
る
事
業
所
が
あ
る
。

そ
の
う
ち
産
業
部
門
は
18
％
の
１
０
５
万
カ

所
、
業
務
部
門
は
74
％
の
４
２
６
万
カ
所
で

あ
る
。
数
で
い
う
と
業
務
部
門
が
産
業
部
門

の
４
倍
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
原
油
換
算

年
間
１
５
０
０
kL
以
上
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使

用
す
る
工
場
・
事
業
所
の
数
は
、
産
業
部
門

で
９
１
１
２
カ
所
、
業
務
部
門
で
５
５
４
７

カ
所
で
あ
る
。
産
業
部
門
の
９
１
１
２
カ
所

は
全
工
場
・
事
業
所
数
１
０
５
万
カ
所
と
比

較
す
る
と
１
％
に
も
満
た
な
い
が
、
産
業
部

門
全
体
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
に
対
し
て
約

９
割
を
占
め
る
。
そ
の
た
め
、
こ
れ
ら
の
工

場
・
事
業
所
に
関
し
て
は
、
定
期
報
告
が
求

め
ら
れ
て
き
た
が
、
省
エ
ネ
取
組
状
況
に
応

じ
て
事
業
者
を
ク
ラ
ス
分
け
す
る
こ
と
が
検

討
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
産
業
部
門
に

関
し
て
は
規
制
的
な
取
り
組
み
が
行
い
や
す

い
が
、
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
で
あ
る
業
務
部
門
に

関
し
て
は
、
大
部
分
の
事
業
所
の
個
々
の
省

エ
ネ
可
能
絶
対
量
そ
の
も
の
は
決
し
て
大
き

く
な
い
。
こ
れ
が
対
策
を
難
し
く
し
て
い
る

部
分
で
あ
る
。
し
か
も
、
ス
ト
ッ
ク
建
築
物

が
多
い
の
が
特
長
で
あ
る
。

［表1］ 各部門のエネルギー起源二酸化炭素排出量の目安

［表2］ ２０３０年の各部門のエネルギー削減量（２０１３年比）

※「日本の約束草案」（2015年7月17日、地球温暖化対策推進本部決定）を基に作成

※資源エネルギー庁総合政策課「平成26年度（2014年度）におけるエネルギー需給実績（確報）」（2016年4月）を基に作成

from COP21
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（50%以上省エネ） （正味で75%以上省エネ）

（正味で100%以上省エネ）
ZEB Ready Nearly ZEB

ZEB

空調
換気
照明
給湯
昇降機

50%削減
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国内生産額当たりのエネルギー投入量（ＧＪ/百万円）

業務部門では、アウトプット（サービス
等）を増加させたとしても、エネルギー
コストがそれほど増加しないケースが
多い（例：コンビニの客数）。

　

業
務
部
門
の
ど
の
業
種
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
量
が
大
き
い
の
だ
ろ
う
か
。
現
在
、
事
務

所
・
ビ
ル
、
卸
・
小
売
、
病
院
、
ホ
テ
ル
・

旅
館
の
４
業
種
で
業
務
部
門
の
約
６
割
を
占

め
る
。
事
務
所
・
ビ
ル
が
増
加
し
て
い
る
の

は
床
面
積
が
増
加
し
て
い
る
た
め
で
あ
る
が
、

こ
れ
は
日
本
の
産
業
が
知
識
産
業
化
し
て
い

る
か
ら
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

　

用
途
別
に
分
類
す
る
と
、
例
え
ば
事
務
所

に
関
し
て
は
空
調
、
照
明
・
コ
ン
セ
ン
ト
の

負
荷
が
大
き
い
。
コ
ン
セ
ン
ト
と
は
コ
ン
セ

ン
ト
に
つ
な
が
れ
た
パ
ソ
コ
ン
や
プ
リ
ン

タ
ー
、
コ
ピ
ー
な
ど
に
よ
る
電
力
消
費
で
あ

て
業
務
部
門
で
は
事
業
コ
ス
ト
全
体
に
占
め

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
の
割
合
は
実
は
低
い
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
と
い
う
の
は
固
定
費
に

近
い
と
理
解
す
る
経
営
者
も
お
り
、
ど
の
よ

う
に
し
て
経
営
課
題
と
し
て
省
エ
ネ
を
意
識

し
て
も
ら
う
か
を
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

す
な
わ
ち
、
単
な
る
省
エ
ネ
メ
リ
ッ
ト
だ
け

の
訴
求
で
は
知
識
産
業
の
会
社
経
営
者
に
は

魅
力
が
少
な
い
こ
と
に
な
る
。
そ
れ
を
解
決

で
き
る
技
術
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
だ
ろ
う
。
米
国
な
ど

で
は
、
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
と
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利

用
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
が
安
価
で
行
わ
れ

る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

4
る
。
一
方
、病
院
で
は
給
湯
、空
調
が
大
き
い
。

業
務
用
で
あ
る
と
い
っ
て
画
一
的
な
対
策
で

は
効
果
が
低
い
。
ま
た
、
事
務
所
ビ
ル
に
関

し
て
は
研
究
や
デ
ー
タ
が
そ
ろ
っ
て
き
て
い

る
が
、
そ
の
他
の
用
途
に
関
し
て
は
デ
ー
タ

す
ら
充
分
で
は
な
い
。
今
後
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情

報
通
信
技
術
）
の
発
展
に
よ
り
安
価
に
自
動

的
に
デ
ー
タ
が
収
集
で
き
る
よ
う
に
な
れ
ば
、

も
う
少
し
き
め
細
か
い
対
策
が
行
い
や
す
く

な
る
だ
ろ
う
。

　

図
１
は
生
産
額
当
た
り
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
投

入
量
に
関
し
て
業
務
部
門
と
産
業
部
門
の
業

種
を
並
べ
た
も
の
だ
。
産
業
部
門
と
比
較
し

［図1］ 国内生産額当たりのエネルギー投入量

※資源エネルギー庁・第2回省エネルギー
小委員会資料3「省エネルギーに関する
情勢及び取組の状況について」（2014
年6月24日）から引用
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（正味で100%以上省エネ）
ZEB Ready Nearly ZEB

ZEB

空調
換気
照明
給湯
昇降機

50%削減

［特別寄稿］ＣＯＰ21からみた今後の日本のエネルギー政策とＺＥＢ／ＺＥＨおよびコージェネの果たす役割

　

省
エ
ネ
法
の
改
訂
に
よ
り
建
築
物
は
効

率
評
価
か
ら
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

で
評
価
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
れ
は

大
き
な
変
革
点
で
あ
る
。
空
調
設
備
、
照

明
、
給
湯
設
備
な
ど
で
使
用
す
る
と
推
計
さ

れ
る
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
（
Ｍ
Ｊ
／
㎡

年
）
を
算
出
し
て
そ
の
値
で
適
否
が
判
断
さ

れ
る
。
２
０
１
７
年
４
月
か
ら
は
延
床
面

積
２
０
０
０
㎡
以
上
の
非
住
宅
建
築
物
に
関

し
て
省
エ
ネ
の
義
務
化
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
適
合
は
最
低
レ
ベ
ル
の
目
標
で
あ
る
。

こ
れ
よ
り
進
ん
だ
取
り
組
み
に
関
し
て
は
Ｂ

Ｅ
Ｌ
Ｓ
（
ベ
ル
ス
）
と
い
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
性

能
表
示
が
行
え
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
欧

州
で
は
す
で
に
不
動
産
の
重
要
説
明
事
項
に

な
っ
て
い
る
が
、
日
本
で
も
ビ
ル
や
住
宅
に

燃
費
表
示
が
行
わ
れ
る
こ
と
が
当
た
り
前
に

な
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

　

そ
の
究
極
的
な
目
標
と
し
て
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ

（
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
）

が
あ
る
。
知
的
生
産
性
や
健
康
性
を
犠
牲
に

し
な
い
超
省
エ
ネ
化
、
究
極
の
目
標
を
説
明

す
る
に
は
Ｚ
Ｅ
Ｂ
と
い
う
用
語
は
優
れ
て
い

る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
て
い
る
。
Ｚ
Ｅ
Ｂ

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
検
討
委
員
会
に
お
い
て
Ｚ
Ｅ

4
建
築
物
省
エ
ネ
法
と

Ｚ
Ｅ
Ｂ（
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ・エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ビ
ル
）

［図2］ 

ZEB
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：完全ZEB
年間の一次エネルギー消費量が正味
ゼロまたはマイナスの建築物。再生可
能エネルギーを除き、基準一次エネル
ギー消費量 から50％以上の一次エネ
ルギー消費量削減した上で、再生可能
エネルギーを加えて、基準一次エネル
ギー消費量から100％以上の一次エ
ネルギー消費量削減した建物。

ＺＥＢの定義

※資源エネルギー庁「ZEB
ロードマップ検討委員会　
とりまとめ」（2015年12
月）を基に作成

Nearly ZEB
（ニアリー・ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）
ZEBに限りなく近い建築物として、ZEB Readyの
要件を満たしつつ、再生可能エネルギーにより年
間の一次エネルギー消費量をゼロに近付けた建築
物。再生可能エネルギーを除き、基準一次エネル
ギー消費量から50％以上の一次エネルギー消費
量削減をした上で、再生可能エネルギーを加えて、
基準一次エネルギー消費量から75％以上100％
未満の一次エネルギー消費量削減をした建物。

ZEB Ready
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル・レディ）
ZEBを見据えた先進建築物とし
て、外皮の高断熱化及び高効率な
省エネルギー設備を備えた建築
物。再生可能エネルギーを除き、
基準一次エネルギー消費量 から
50％以上の一次エネルギー消費
量削減をした建物。

from COP21

Ｂ
の
定
義
が
明
確
に
さ
れ
た）

2
（

。
定
義
や
計
算

法
を
明
確
に
し
て
い
け
ば
、
建
築
業
界
が
全

体
と
し
て
目
指
す
べ
き
技
術
開
発
や
必
要
な

施
策
の
方
向
性
が
定
ま
る
。

　

Ｚ
Ｅ
Ｂ
と
は
、「
先
進
的
な
建
築
設
計
に

よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
負
荷
の
抑
制
や
パ
ッ
シ
ブ

技
術
の
採
用
に
よ
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
積

極
的
な
活
用
、
高
効
率
な
設
備
シ
ス
テ
ム
の

導
入
等
に
よ
り
、
室
内
環
境
の
質
を
維
持
し

つ
つ
大
幅
な
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
を
実
現
し
た

上
で
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
導
入
す
る

こ
と
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
立
度
を
極
力

高
め
、
年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の

収
支
を
ゼ
ロ
と
す
る
こ
と
を
目
指
し
た
建
築

物
」
と
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ
は
設
計
時
評
価
、
運
用
時

評
価
の
い
ず
れ
で
も
実
現
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
が
、
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
検
討
委
員
会
に
お

け
る
定
義
で
は
設
計
時
で
評
価
す
る
こ
と
と

し
た
。
ま
た
、
実
現
・
普
及
に
向
け
て
、
い

く
つ
か
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
Ｚ
Ｅ
Ｂ
を
定
義
し

た
。
国
が
述
べ
る
「
Ｚ
Ｅ
Ｂ
」
は
Ｎ
ｅ
ａ
ｒ

ｌ
ｙ 

Ｚ
Ｅ
Ｂ
、
Ｚ
Ｅ
Ｂ 

Ｒ
ｅ
ａ
ｄ
ｙ
含
め

た
広
い
概
念
を
表
す
も
の
で
あ
る
。
図
２
に

定
義
を
整
理
し
た
。
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も
、｢

分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
と
し

て
活
用
が
期
待
さ
れ
る
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
を
含

む
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
１
１
９
０
億 

ｋ
Ｗ
ｈ
程
度
）
の
導
入
促
進
を
図
る｣

と
明

記
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
関
連
資
料
に
は
コ
ス
ト
試
算
も
収

録
さ
れ
て
い
る
が
、
現
時
点
で
も
太
陽
光
発

電
な
ど
と
比
較
し
て
充
分
価
格
競
争
力
の
あ

る
電
源
に
な
っ
て
い
る
。

　

こ
こ
で
、
設
計
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

の
対
象
か
ら
は
、
Ｏ
Ａ
機
器
や
コ
ン
セ
ン
ト

な
ど
の
そ
の
他
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
は

除
か
れ
て
い
る
。
こ
の
点
に
は
注
意
が
必
要

発電

送配電網

住宅・建築

ガス供給

情報 発電（太陽光・コージェネなど）
エネルギー供給（電気・ガスなど）熱

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
期
待

　

今
回
は
住
宅
に
お
け
る
Ｚ
Ｅ
Ｈ
（
ネ
ッ

ト
・
ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ハ
ウ
ス
）
の
取

り
組
み
に
関
し
て
は
誌
面
都
合
で
割
愛
し
た

が
、
２
０
１
５
年
度
か
ら
爆
発
的
な
普
及
を

見
せ
て
い
る
。
日
本
で
２
０
１
５
年
度
に
新

築
さ
れ
た
Ｚ
Ｅ
Ｈ
は
１
万
棟
を
超
え
た
と
推

計
さ
れ
て
い
る
。
Ｚ
Ｅ
Ｂ
や
Ｚ
Ｅ
Ｈ
が
増
加

し
て
く
る
と
ど
の
よ
う
な
社
会
に
な
っ
て
く

る
の
だ
ろ
う
か
。
住
宅
や
建
物
は
送
配
電
網

や
ガ
ス
供
給
網
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
を
受

け
る
だ
け
で
は
な
く
、
逆
潮
や
熱
の
供
給
も

行
え
る
よ
う
に
な
る
。
図
３
に
模
式
的
に
示

し
た
。
加
え
て
、
建
築
・
住
宅
単
体
か
ら
地

域
や
町
単
位
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
マ
ネ
ー
ジ
メ

ン
ト
が
重
要
に
な
る
。
早
稲
田
大
学
で
は
林

泰
弘
教
授
を
中
心
に
ス
マ
ー
ト
社
会
技
術
融

合
研
究
機
構
（
Ａ
Ｃ
Ｒ
Ｏ
Ｓ
Ｓ）

3
（

）
を
設
立
し
、

こ
の
分
野
の
研
究
を
開
始
し
て
い
る
。

　

そ
の
よ
う
な
社
会
で
は
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー

シ
ョ
ン
（
熱
電
併
給
）
シ
ス
テ
ム
は
活
躍
の

場
が
さ
ら
に
広
が
る
だ
ろ
う
。
熱
融
通
が
エ

リ
ア
で
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
特
に
ス

ト
ッ
ク
対
策
と
し
て
期
待
で
き
る
。
政
府
の

長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
に
お
い
て

で
あ
る
。
計
算
方
法
は
、
２
０
１
３
年
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
準
で
定
め
ら
れ
て
い
る
計
算
方

法
に
従
う
も
の
と
す
る
。
従
っ
て
、
こ
の
プ

ロ
グ
ラ
ム
に
採
用
さ
れ
て
い
な
い
技
術
は
エ

ネ
ル
ギ
ー
削
減
量
が
考
慮
で
き
な
い
こ
と
に

な
る
た
め
、
新
技
術
の
評
価
が
可
能
な
よ
う

な
仕
組
み
が
必
要
で
あ
る
。
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［図3］ 次世代の省エネ住宅・ビル
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